
オンダ製作所グループ 人権方針 

 

オンダ製作所グループ（以下「当社グループ」）は「人権尊重は企業活動における基本」と考え、社

内外を問わず全ての企業活動において出生、国籍、人種、民族、信条、宗教、社会的身分、学歴、性

別、年齢、精神もしくは身体の障害、性的指向、性自認等、業務を進める上で関係のない個人的な特性

に基づいた差別や偏見、嫌がらせ等、いかなる人権侵害も容認しない姿勢と取り組みを貫いてまいりま

す。 

 

当グループの社是「奉仕」「努力」および経営理念に掲げる「人材育成」「社員の生活と福祉の向

上」は、人権尊重の考え方と軌を一にするものです。この考えのもと、オンダ製作所グループは人権方

針を策定し、グループ一丸となって人権尊重の取り組みと改善を進めてまいります。なお、本方針は、

オンダ製作所グループで働くすべての人が順守するものであり、当グループの事業活動における人権に

関する最上位の方針として位置付けます。 

 

1. 人権尊重へのコミットメント 

オンダ製作所グループは「人権尊重」を企業活動の基本そして責任ととらえ、継続的な人権尊重への

取り組みと改善を自律的に進めてまいります。本方針は、人権尊重の取り組みにおける当グループの責

任を明確にするものです。当グループは、世界人権宣言をはじめ、国際人権規約、労働における基本的

原則及び権利に関する国際労働機関（ILO）宣言（ILO 中核的労働基準）等で定められる人権を尊重しま

す。また、国連のビジネスと人権に関する指導原則を踏まえ、人権の基本理念を浸透させる取り組みを

進めます。 

 

2. 適用範囲 

本方針は、オンダ製作所グループのすべての役員・社員に適用されます。また、すべてのビジネスパ

ートナー（サプライヤー、協力企業を含む）の皆様に、本方針を理解し、支持していただくことを期待

します。 

 

3. 人権デュー・ディリジェンス 

「人権尊重は企業活動における基本」と考えるオンダ製作所グループは、その責任を果たすため、人

権デュー・ディリジェンス※の仕組みを構築し、継続的に実施します。 

 

※人権デュー・ディリジェンス：企業のビジネス活動における人権への悪影響を特定し、防止・削減す

るサイクルを継続的に回すこと。 

 

4. 是正と救済 

オンダ製作所グループは、人権に対する悪影響を引き起こした、または悪影響を助長したことが明ら

かになった場合、適切かつ実効的な是正と救済に速やかに取り組みます。また、そのための救済プロセ

スを整備・確立します。 

 

5. 教育 

オンダ製作所グループは、グループ内外における本方針の理解と実践のため、当グループ役員・社

員・関係者に対し適切な教育・啓発活動を行います。当グループの経営理念である「人材育成に努め、

社員の生活と福祉の向上をはかる」という考えのもと、人権尊重に関する知識と意識向上を図ります。 

 

6. 情報開示 

オンダ製作所グループは人権尊重と推進の取り組みについて、必要に応じて適切に情報を開示します。 

 

7. ステークホルダーとの対話や協働 

オンダ製作所グループは、人権尊重活動の推進にあたり、第三者の専門機関への相談も含め、社内外

のステークホルダーとの対話や協議を行います。 



 

 

別表：オンダ製作所グループの事業活動における重要な人権課題 

 

 

(1) 差別の禁止 

人種、民族、出身地、宗教、信条、性別、性自認、性的指向、障がいの有無、年齢等を理由とした あ

らゆる差別を行いません。 

 

(2) 児童労働・強制労働の禁止 

あらゆる形態の児童の労働や強制労働を認めません。 

 

(3) ハラスメントの禁止・安全・健康な労働環境の確立 

セクシュアルハラスメントやパワーハラスメントを始め、あらゆる形態のハラスメントや、個人の

尊厳を傷つける行為を認めません。社員の職務上の安全・健康を確保し、事故・災害の未然防止に努め

ます。当グループの経営理念「企業は人なり」の信念のもと、すべての社員が安心して働ける環境づく

りを推進します。 

 

 

本方針は法令等を含む社会からの要請等を踏まえ、順次更新していきます。 

以上 
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